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現在、廃棄物法案はネット上で複数出回っている。2005 年に環境省から初期の全文 62 条の廃棄
物法案が示されたが、その後、2006 年環境大臣決定第 95 号に基づき、全文 63 条の 2006 年法案

























の処分場は 5 年以内に閉鎖され、さらに 20 年間モニタリングを実施すべきことが自治体に義務付け
されることになる。 
 
なお、経済的なインセンテイブとデｲスインセンテイブ、リサイクル方法の詳細、処分場の設置基準、
両罰規定などについて若干規定されている。ただし、廃棄物管理事業が自治体事業であるためか、
地方政府の責任･権限、罰則と紛争解決を中心にした伝統的な制定方式に終始している。分別の方
法、リサイクル産業の支援、分析ラボの充実、公衆参加、環境教育、啓蒙活動などが明らかでなく、
都市型の問題解決方法に沿った多様な手法を組み合わせることが必要とされるであろう。 
 
 
